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（補論）ネット企業の分析にあたって 
 
以下ではネット企業を分析する上での既存の統計の問題点を指摘した上で、そうした問

題を解決するための調査方法、及び本研究の意義に関して述べる。 

 
１ 既存の文献調査 

特定の産業や企業の実態を網羅的に把握することは民間企業には困難であることから、

実態を表すデータには官庁統計や官公庁による調査が用いられる。以下では、ネット企業を

正確に把握する上での既存の官庁統計の限界と、これら官庁統計の基となる日本標準産業分

類の問題点を指摘する。 

 
１-１ 既存の官庁統計 

図表 19は、インターネット関連企業に最も関係が深いと思われる業種を対象に実施され

ている各官庁統計について、調査の所轄官庁、調査周期、公表されている最新調査時点を整

理したものである。 

図表 19 官庁統計の把握するインターネット関連企業 
調査 所轄官庁 調査周期 最新調査時点 関連する対象業種（産業小分類） 

事業所・企業統計調査 総務省 5 年 2001 年 
ソフトウエア業、情報処理・提供サービ
ス業、その他情報サービス業、ニュース
供給業、興信所 

企業活動基本調査 経済産業省 1 年 2001 年 
ソフトウエア業、情報処理・提供サービ
ス業、映画・ビデオ制作業、新聞業、出
版業 

特定サービス産業実態調査 経済産業省 1 年 2001 年 ソフトウエア業、情報処理・提供サービ
ス業 

ソフト系ＩＴ産業の実態調査 国土交通省 6 ヵ月 2003 年 インターネット関連サービス 
（NTT タウンページの分類） 

 
現在入手可能な企業数等に関わる最も包括的な調査データとしては、5年に1度の調査周

期で行われる総務省の「事業所・企業統計調査」がある。これは国内の全ての事業所を対象

に、業種、従業者規模、本所・支所の別、開設時期などを調べる基本的かつ大規模な調査で

あり、企業数等や企業の基本的属性を捉えることができる。しかし、調査周期が5年に一度

と長いため、IT産業のような動きの速い産業に属する企業の実態を把握するのは困難であ

る。 

毎年一度の調査周期で行われる調査としては、経済産業省の「企業活動基本調査」があ

る。この調査は「事業所・企業統計調査」に比べ、企業レベルでの属性を非常に詳細に捉え

ることができるが、対象が「従業者50人以上、かつ資本金3,000万円以上の企業」であり、

必ずしも包括的にスタートアップ企業を含む中小企業の実態を把握することはできない。 
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また、同じく経済産業省が毎年一度の調査周期で行う調査に「特定サービス産業実態調

査」がある。この調査では基本的属性の他、売上高や営業費用、固定資産等詳細な情報を事

業所レベルで得ることができる。 

より短期間の調査周期でインターネット関連企業の実態を正確に把握している可能性の

ある官庁の調査には、国土交通省が半年に一度の調査周期で行う「ソフト系IT産業の実態

調査」がある。しかし、この調査はNTTタウンページに登録されているソフト系IT企業（イ

ンターネット、ソフトウエア、情報処理サービス）のデータのみを基にして集計を行う調査

であり、他の調査のように企業や事業所の担当者が調査票を記入しているものではない。あ

る時点においてNTTタウンページに登録されている企業の所在地の情報しか得ることがで

きず、それ以外の属性を知ることはできない。つまり同調査では、ある時点でNTTタウン

ページに登録されている企業数を地域ごとに把握することができるが、それらの企業が実際

には何年に設立されたのか、あるいは従業員規模がどの程度なのか等の詳細な情報を得るこ

とはできない。例えば、この調査で算出されている企業の開廃業率とはある2時点間でNTT

タウンページに登録されている企業の差である。 

 
１-２ 日本標準産業分類とインターネット関連企業 

これまで述べたいずれの官庁統計や調査でも、インターネット関連企業を含む各業種の

企業属性を地域別に捉えることができる。しかし、一般に認識されているネット企業を正確

かつタイムリーに把握するには、企業の分類方法により大きな問題がある。前掲の図表 19

からもわかるように、「事業所・企業統計調査」、「企業活動基本調査」、「特定サービス産業

実態調査」のいずれも、ネット企業として把握しているのは、日本標準産業分類の小分類に

おける「ソフトウエア業」、「情報処理・提供サービス業」、あるいはそれぞれの産業細分類

の組み合わせであり、これまで一般に認識されているネット企業だけを正確に把握すること

はできない。また、「ソフト系IT産業の実態調査」では、NTTタウンページ自体に「インタ

ーネット」という業種分類があるため、ネット企業の一部をより正確に把握することが可能

であると思われるが、企業の属性に関する情報に乏しいという問題がある。 

つまり、これらの調査でネット企業を正確かつタイムリーに把握できないのは、現行の

日本標準産業分類の未整備に帰するものである。各種の白書や報告書、あるいは様々な既存

の研究においても、日本標準産業分類を基に行われた調査結果に基づいてデータを集計・分

析しているため、社会科学の分野においてこれまでネット企業に関する研究の進展がなかっ

たのも当然といえる。 

このようなこともあり、日本標準産業分類は2002年3月に9年ぶりに改訂され、同年10月
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調査から適用になっている24。改訂標準産業分類では、大分類として「H-情報通信業」が創

設され、中分類として新たに「中分類40-インターネット付随サービス業」が設けられた（小

分類401、細分類4011にも「インターネット付随サービス業」が新設された。）。 

この改訂標準産業分類におけるインターネット付随サービス業とは「主としてインター

ネットを通じて、通信及び情報サービスに関する事業を行う事業所であって、他に分類され

ない事業所をいう。」と定義される25。具体的には「サーバ・ハウジング業；ASP（アプリ

ケーション・サービス・プロバイダ）；電子認証業；情報ネットワーク・セキュリティ・サ

ービス業；ポータルサイト運営業」が含まれることになっているが、「インターネット広告」

や「ネットバンキング業」はインターネット付随サービス業に含まれないことが明記されて

いる26。 

つまり、改訂標準産業分類でもインターネットを有効活用して既存の仲介業を進化させ

たこれらの新たな業態の企業は、既存の広告業や金融業、その他サービス業などに分類され

たままである可能性が高いと考えられる。こうした分類は「広告業」や「金融業」を正確に

把握する際には非常に有用だが、マスコミ等で醸成されたネット企業に対する一般的イメー

ジとは乖離しているといわざるをえない。もちろん、どのような業種を営む企業を小分類や

細分類の「インターネット付随サービス業」に分類するのかに関する具体的な議論が開始さ

れるのは今後のことだと思われるが、少なくとも現在の改訂産業分類でも現状のネット企業

の現状を把握するのは困難であると思われる。 

 
２ 研究の方法 

これまで述べたように、既存の官庁統計や調査では日本標準産業分類が抱える問題から、

一般に考えられているネット企業を正確に把握することができない。それでは、どのように

定義を行い、どのように調査を行えば、ネット企業を正確に把握することができるのだろう

か。本研究では、まず既存の文献等を基にネット企業に関する概念整理をした上で定義を行

った。次に、ネット企業の定義に基づき、独自の調査で東京都区部におけるネット企業を抽

出しデータベースの構築を行って、できる限り一般に認識されるネット企業を正確に把握で

きるようなデータを用いて分析した。以下ではネット企業の定義と、本研究で用いた調査方

                                               
24 詳しくは、「日本標準産業分類の改訂について（統計審議会答申）」を参照。（ここでは、「情
報通信の高度化」を改訂の要因のひとつに挙げている。）
http://www.stat.go.jp/info/singikai/2-268b.htm 

25「大分類H―情報通信業」の分類項目名，説明及び内容例示
http://www.stat.go.jp/info/seido/sangyo/pdf/san3h.pdf 

26  例えば、「ネット広告業」は「8399 他に分類されない広告業」として「ちんどん屋」や「サ
ンプル配布業」と同様の業種として分類されている。 
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法に関して述べる。 

 
２-１ ネット企業の概念整理 

1990年代から「インターネット関連企業」、「ネット企業」、「ドットコム企業」、あるいは

その類義語等をタイトルに用いて数多くの書籍や研究が著されている。また、これらの言葉

は様々なメディアでも広く用いられている。しかし、そのほとんどは正確に企業を定義する

ことなくインターネットというメディアを活用している企業全般をインターネット関連企

業として扱い、個別企業の事例研究を行っているか、もしくは官庁統計の情報サービス業等

に分類される企業に関して分析するにとどまっている。このようなことから、我が国におい

ては未だインターネット関連企業に関する共通したイメージが構築されるに至っていない

と言えよう27。 

個別企業の事例研究や政府の統計に頼らず、独自の定義を用いてインターネット関連企

業を把握しようとした試みは、現在のところ国内では見当たらないが、このような企業が集

積しているアメリカのサンフランシスコやニューヨークでは過去に行われている。本稿でい

うインターネット関連産業を、サンフランシスコの調査では「インタラクティブメディア産

業」、ニューヨークの調査では「ニューメディア産業」としている28 。両都市の調査におけ

る企業の定義に若干の違いはあるが、要約すればこれらの調査ではこうした企業を「情報産

業のうち、インタラクティブに使用される製品・及びサービスを第三者に提供している新し

いタイプの企業」と定義し、業界団体の名簿等を基に実態把握を行っている。より具体的に

は「コンテンツのデザイン・開発、マーケティング、配給、及びコンテンツ作成に必要なツ

ールの作成」等を行っている企業のことを指しており、ホームページを制作する企業やイン

ターネットのコンテンツ、及びそれを活用したサービスを提供している企業にフォーカスを

あてている。この定義自体はかなり曖昧であるが、これらの調査が行われた1990年代後半

時点の状況に即して考えるとこのような極めて新しい産業を捉えるのには適当であったと

いえる。 

これらの調査が開始された時点よりはるかにインターネットが普及した現在においても、

「インターネット関連企業」の定義には様々な問題を伴う。これは主にインターネットが

様々な新しい業務内容を行う企業を生み出し続けており、これらの企業を全て包含するよう

                                               
27 例えば、2000～2003年度版の「現代用語の基礎知識」、「immidas」はいずれも「インター
ネット関連企業」、「ネット企業」、あるいは「ネットベンチャー」という項目を設けていない。
また、「アスキーデジタル用語辞典」(http://yougo.ascii24.com/)、「e-Words 情報・通信辞典」
(http://e-words.jp/)といった比較的定評のあるウェブサイトにおいても定義されていない。 

28  Coopers & Lybrand et al. (1996、1997、1998) 、PricewaterhouseCoopers et al. (2000) 
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な定義を行うのは未だに困難なためである。しかし、インターネットを活用したビジネスが

より複雑になり業務の細分化が進むと共に一方で、Yahoo!やAmazon等、インターネット関

連ビジネスの様々な分野においてその認知度を上げることに成功した企業が実際に出現し

たため、それぞれのインターネット関連ビジネスに関する具体的イメージの構築や理解が容

易になりつつある。こうしたことから、以前より個々のインターネット関連ビジネスに関す

る概念整理が進み、様々なインターネット関連ビジネスの領域に関してその具体的イメージ

を形成することが可能になり始めている。 

こうしたインターネット関連ビジネス領域の細分化と具体的なイメージの形成によって、

これまでにも、様々な調査がその目的に応じてインターネット関連ビジネスを様々に分類し

ている。これらの調査の中でも、インターネット関連ビジネス全体に関して包括的に概念整

理を行い、その具体的イメージを提示している代表的なものとして、シスコシステムとテキ

サス大学によって1999年から2001年の間に毎年行われた “Measuring the Internet 

Economy”がある29。この調査は、インターネット関連の製品やサービスから売上を上げて

いる企業の経済規模を測定することを目的としている。この調査では、最初からインターネ

ット・エコノミー全体を定義するのではなく、先ずインターネット・エコノミーを形成する

4種類の業種分類（「インフラストラクチャー」、「アプリケーション」、「インターメディア

リー」、及び「インターネット・コマース」）を行い、それぞれの業種の関係に関する概念整

理を基に、インターネット・エコノミー全体のフレームワークを構築することから作業を始

めている。こうした作業を行った上で、米国政府の統計を使用せずにそれぞれの業種分類（レ

イヤー）に属する企業を選別し、各レイヤーに所属する個別企業に関して調査を行って売上

高や従業員数等を把握することで、最終的にインターネット・エコノミー全体を測定してい

る。また、各レイヤー別に更に細かい業種分類が行われ、それらの業種に属する代表的企業

名を挙げているため、各レイヤーの具体的イメージを形成することができる。 

この調査は、インターネット関連企業の経済規模を測定する過程で独自の定義を用いて

個別のインターネット関連企業を抽出しているという点で、先行研究として参考になる。ま

た、ここで行われた業種分類は非常に具体的であると共に、そのフレームワークは複雑化の

進展するインターネット関連ビジネスを捉えるのに適していると考えられる。 

 
 
 
 

                                               
29 Cisco Systems, University of Texas (1999, 2000, 2001)  
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よって、本研究ではネット企業を正確に把握するために“Measuring the Internet 

Economy”で行われた業種分類、及びその定義とフレームワークを準用する。つまり、先に

4種類の業種分類を行い、ネット企業の行う業務内容のイメージを構築することでネット企

業の定義を行う。 

図表 20は、本研究でネット企業と定義する企業の業務内容を表したものである。「イン

ターネットを活用するのに必要な基盤部分」（インフラストラクチャー、アプリケーション）

と、「そうした基盤の上で行われる経済活動」（インターメディアリー、イー・コマース）と

いう概念を基に分類された4種類の分類とそれぞれの分類における代表的上場企業を記し、

それぞれの分類に関して更に細かい業種分類を行った。以下では、これら4分類の事業内容

に関して定義を行うと共に“Measuring the Internet Economy”と本研究の各分類における

定義の相違点に関して述べる。 

図表 20 ネット企業の業種分類 
（1） インフラストラクチャー（例：インターネット総研等） 

ネットワーク関連技術 

インターネット・サービス・プロバイダー（ISP） 
レンタルサーバ/ホスティング/レジストリ/ドメイン取得 

インターネットデータセンター 

（2） アプリケーション（例：エッジ、ソフトバンク・テクノロジー等） 

コンサルティング（ホームページデザイン・企画・作成） 

インターネット用システム/ソフトウエア/データベース/コンテンツ開発 

アプリケーション・サービス・プロバイダ（ASP） 
（3） インターメディアリー（例：ヤフー、楽天等） 

コンテンツプロバイダー/アグリゲーター 
 
仲介業（オンラインブローカー/トラベルエージェンシー/車のディラー/就職サイト等） 

インターネット広告/マーケティング/リサーチ 

コミュニティサイト等運営 

マーケットプレイス/モール 

（4） イー・コマース（例：ジェイストリーム等） 

情報財の配信/オンラインショッピング全般 

 
２-１-１ インフラストラクチャー 

インフラストラクチャーに分類される企業とは、インターネットの普及とインターネッ

トを活用したビジネスの基礎となるサービスを提供している企業であり、ネットワーク関連

の技術開発を行う企業や、インターネット・サービス・プロバイダー（ ISP）等が含まれる。 

“Measuring the Internet Economy”では、DELLやHewlett-Packard等のサーバーや

クライアント側のハードウエアを製造する企業、及びCisco Systems等のネットワーク機器

を製造する企業をインフラストラクチャーに分類している。しかし、こうしたハードウエア
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やそれを構成する部品を扱う企業までを含めると、あまりに広範な企業がネット企業に含ま

れることになり、実際のイメージが掴みにくくなるため、本研究ではこれら製造業を営む企

業を調査対象から除いている。 

２-１-２ アプリケーション 

アプリケーションに分類される企業とは、インターネットを使用したトランザクション

を円滑にするために必要なソフトウエア・アプリケーションの開発や、そのためのサービス

を行う企業で、ウェブサイトのデザインやコンサルティングを行う企業もアプリケーション

に分類される。 

“Measuring the Internet Economy”では、SAPのような企業向けの業務用ソフトウエ

アの開発を行う企業もアプリケーションに分類している。確かに、ERPやCRM関連のソフ

トウエア等、インターネットの活用を前提として開発を行う業務用ソフトウエアは年々増加

している。しかし、こうしたソフトウエアの開発を行う企業を人事、財務等、必ずしもイン

ターネットの活用と関係しない各種業務関連のソフトウエアの開発を行う企業と区別する

ことが困難であるため、本研究ではこうしたソフトウエアの開発を行う企業を調査対象から

除いている。 

２-１-３ インターメディアリー 

インターメディアリーに分類される企業とは、インターネット上の情報の仲介を行う企

業で、ポータルサイトに良く見られるコンテンツアグリゲーター、旅行代理店やオンライン

ブローカーやオンラインのトラベルエージェントのような既存の仲介業をインターネット

上で行う企業などが含まれる。インターネット広告を行う企業も当然こうした仲介業の一部

であるが、企業数が多いため本研究では他の仲介業と区別している。また、インターネット

上で複数の売り手と複数の買い手が出会う場である、いわゆるマーケットプレイスを提供す

る企業も本研究ではインターメディアリーとして分類した。こうしたことから、インターネ

ット上のショッピングモールもマーケットプレイスとしている。 

インターメディアリーに分類される企業は最もピュアなインターネット上のプレイヤー

として捉えることができ、いわゆる「ドットコム企業」の多くはインターメディアリーに分

類される。 

２-１-４ イー・コマース30 

イー・コマース（EC）に分類される企業とは、原則的に物理的な店舗なしで自ら製品・

                                               
30 “Measuring the Internet Economy”の分類では、“Internet Commerce”とされているが、イ
ー・コマース(E-Commerce:電子商取引)という言葉が既に定着していることから、本研究で
は、「イー・コマース」として分類する。 
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サービスを提供するか、自ら在庫を持ち販売チャネルをインターネットに限定して取引を行

う企業である。この定義は通常のEC、あるいは電子商取引の定義と必ずしも一致しない。

例えば、電子商取引の国内での普及促進を図る目的で設立された経済産業省の外郭団体であ

る電子商取引推進協議会では「電子商取引市場参入から代金決済・取引終了に至る商取引フ

ローの一部または全部を、ネットワーク上で行うこと。」と定義しており、物理的な店舗の

有無や販売チャネルに関して言及していない。 

また、“Measuring the Internet Economy”では、カタログによる通信販売を行う企業や

インターネットで活用して商品の販売を行う既存の小規模小売店を“Internet Commerce”

に分類しているが、本研究ではこうした企業を分類していない。このような定義から、本研

究がECに分類する企業には主に、ソフトウエアや楽曲のようなデジタル化された情報財を

インターネット経由で配信し課金している企業が含まれる。 

 
２-２ ネット企業の定義 

ネット企業の業種に関しては以上のような業種を行うものとして定義することが可能に

なったが、一般に認識されるネット企業を正確に把握するためには、業種だけでなくインタ

ーネットの普及時期とあわせて考える必要がある。それは、他の情報系企業と異なり一般的

にネット企業とは、インターネットという新たなメディアが利用され始める以前に存在して

いたは考えづらいからである。そこで、本稿ではネット企業とはインターネットの普及以降

にそれを活用したイノベーションを行うために出現したものと想定する。具体的には、我が

国においてインターネットの普及が開始された年を1994年とし、この年以降に設立された

企業をネット企業とする。1994年は米国においてネットスケープ・コミュニケーションズ

が設立され、Netscape Navigator 1.0が登場して一般的なブラウザが利用可能になった年で

あり、我が国において小規模のプロバイダーが激増した年でもある31。また、現在我が国で

ネット企業とされる企業のほとんどはこの年以降に設立されている。 

一般に認識されているネット企業を正確に分析するという本研究の目的と、定義におけ

る客観性の確保の必要性、及び後に述べる調査方法に起因する調査の限界から、以下ネット

                                               
31  Mosaicの開発や、IIJ(株式会社インターネットイニシアティブ)等がインターネットの商用
サービスを開始したのは 1993年であるが、1994年はNECや富士通（インフォウェッブ）
等が VAN事業から商用プロバイダーとして相次いで参入した。これらVAN事業者以外にも
リムネットやベッコアメ・インターネットなどの新規通信事業者、またNTT PCコミニケー
ションズ、ASAHI-NET のようなパソコン通信事業者も次々と参入した。会員数が少ない場
合はマンションの一室でビジネスを行うことが可能であったため、IIJのような一次プロバ
イダーから借り受けた専用線に市販のモデムをつないでサービスを開始する小規模プロバイ
ダーが数多く誕生した。 
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企業を、「1994年以降に設立され、上記に定義したインフラストラクチャー、アプリケーシ

ョン、インターメディアリー、及びイー・コマースの4種類いずれかの業種を主たる業務と

して行う企業」と定義する。また、後述する調査方法の限界から、ネット企業とは自社のホ

ームページを持っていることを想定する。 

 
２-３ 調査の方法 

本研究においては、先に定義を行ったネット企業に関して包括的に把握するため、既存

のデータベース等を基にインターネットを活用して一社ずつその企業のホームページ(HP)

を検索・確認してから企業データを追加する方法で独自データベースの構築を行った。そし

て、構築したデータベースを基に、創業年、資本金、従業員数など企業の基本的な属性を把

握すると共に、地域別の企業数等の情報を収集した。本項ではデータベース構築の方法に関

して述べる。 

 
２-３-１ NTTタウンページによる調査 

独自データベース構築の基礎としたのは、NTTタウンペー

ジのデータベースである。このデータベースのうち、ネット

企業が包含されていると想定したのは、図表 21のNTTによ

る7つの業種に登録されている企業である。ここでは、2003

年3月時点のNTTタウンページデータベースにこれらの業種

として登録されている企業のうち、複数掲載されているもの

を削除した企業数を示した。これら12,407社全てを企業名と

住所から検索し、HPを確認できたものに関して調査して企

業を抽出した。 

 
２-３-２ 既存データベース、ディレクトリ調査 

本研究の目的と関連してネット企業、あるいはベンチャー企業を抽出しようとする試み

がなされていると思われる民間企業、業界団体などのデータベース、あるいは、ディレクト

リに関して調査し、これらも参考にして企業を抽出した。こうしたデータベースの主なもの

は、前述した「日経ベンチャービジネス年鑑2003年度版」、「日経IT企業年鑑2003年度版」
32等である。 

                                               
32  日本経済新聞社が新聞、雑誌、書籍で取り上げたことのある企業を中心に IT関連のハード
ウエア、ソフトウエアの製造、技術、サービスの提供を主要業務とする未上場企業を抽出。 

図表 21 NTTの業種分類 

業種名 企業数 
プロバイダー(ISP) 70 

インターネット広告 105 

インターネット 1,913 

情報処理サービス 3,071 

情報提供サービス 1,244 

ソフトウエア 5,899 

パソコン通信サービス 105 

合計 12,407 
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また、現在進展しつつあるモバイルコンテンツ環境においてインターネットビジネスを

行う企業が多く加入している「モバイルコンテンツフォーラム」33、インターネット・サー

ビス・プロバイダー(ISP)の業界団体である「社団法人日本インターネットプロバイダー協

会」34等のディレクトリ等も参考にした。 

 
２-３-３ 文献調査（雑誌記事） 

先に述べたように「インターネット関連企業」、「ネット企業」、あるいは「ネットビジネ

ス」等に関して扱う雑誌は紙メディア、オンラインを問わず数多く存在する。こうした文献

の中から、本研究で定義したネット企業の設立年次である1994年に創刊され、現在でも専

門家に定評のある「インターネットマガジン」35、インターネットビジネスを行う新興企業

の情報をメールマガジンで1日に2度配信する「ベンチャーナウ」36等を中心に、適宜その他

の雑誌やメールマガジン等を参考にして、新たな企業を見逃さないように工夫した。 

 
２-３-４ データベースの統合 

これまでの研究においても、ネット企業を把握するための独自データベースを構築して

分析を行ってきたが（湯川 2000）、これまでの企業の定義は本研究におけるネット企業の

定義とは必ずしも一致していない。そこで、本研究においては過去の定義で収集されたデー

タベースに登録されている企業の中から、先に定義したネット企業に当てはまる企業を再度

抽出し、新たに抽出した企業の追加を行った。 

 
２-３-５ データベース構築にあたって 

以下では、データベース構築の具体的な方法、及び調査の利点と欠点に関して述べる。 

(1) データベース構築の方法 

NTTタウンページ、既存データベース等、上に述べたいずれの情報源から企業を抽出す

る場合においても、一社づつ各企業のHPを検索・確認した後にネット企業の定義に照らし

て企業を抽出した。つまり、各企業のトップページや、「企業概要」、「業務内容」、「開発実

績」、「製品」、「サービス」、「沿革」等から各企業の主たる業務内容を判断すると共に、デー

タの抽出を行うことで、データベースを構築した（図表 22）。 

 

                                               
33 http://www.mcf.to/ 
34 http://www.jaipa.or.jp/ 
35 http://internet.impress.co.jp/im/ 
36 http://www.venturenow.tv/ 
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図表 22 データベース構築の方法 

 
具体的には、まず、対象とした企業が先に述べたネット企業であることを確認した。つ

まり、その企業が「インフラストラクチャー」、「アプリケーション」、「インターメディアリ

ー」、または「EC」のいずれかに含まれる事業を主たる業務として行っているのかを判断基

準として調査した。例えば、業務内容に「住宅のリフォーム、及びホームページ制作」との

記載があるようなケースや、ホテルの企画・運営を行う企業が、顧客であるホテルのインタ

ーネット予約システムに関する業務を受託し、それを「インターネット用システム構築」と

して業務内容に記載しているケース等、明らかにインターネットと無関係な業務を兼業して

いる企業はネット企業としていない。 

データベース構築の目的は一般に認識されているネット企業を正確に把握することであ

るが、HP上の企業情報だけでは各業務からの売上高の割合等は一般には記載されていない

ため、ネット企業を判別するのが困難である。そこで、インターネットと全く無関係な業務

を兼業している企業は除外した。また、実際にインターネット関連業務を行っていても、

HPを保有していない、もしくはHPにその事業内容の記載の無いものに関してはネット企業

として選別されていない。 

次に、HPから1994年以降に設立されていることを確認し、当該企業の主たる業務内容か

ら事業内容別分類を行うと共に、設立年、従業員数、資本金等の情報をデータベースに追加

した。企業の事業内容の分類は先に述べた業種分類に基づいて、HPの記載内容からできる

限り客観的に判断・分類を行った。例えば、企業向けウェブサイト構築を請負う企業であっ

ても、業務内容を「コンテンツ配信」と認識し、自社のHPに業務内容として記載している

ようなケースもあるが、本研究ではこうした企業の業務内容を「コンサルティング」と分類

している。こうしたことから、業種分類は必ずしもその企業が業務内容としてHPに記載し

ているものとは一致していない。 

また、先に行った業種分類は必ずしもビジネスモデルや収益源によるものではなく、あ

HP による業務内容等の確認・企業の抽出 

既存データベース 
・ディレクトリ NTT タウンページ 文献調査 

（雑誌等） 
過去に構築した 
データベース 

ネット企業データベースの構築 
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くまでもその企業の行うインターネット上の活動によるものである。例えば、コミュニティ

サイトを運営する企業が、サイト運営による収入だけでビジネスを成立させるのは困難であ

るため、サイト運営で培ったノウハウをコンサルティングに活用しているケースも多い。し

かし、本研究ではこうした企業は「インターメディアリー」（「コミュニティサイト等運営」）

に分類している。これらの業種分類の判断に関しては、ここでも基本的に各社のHPの情報

からある程度一般的と思われる分類を行った。 

(2) 調査の利点と欠点 

これまで述べたような調査方法、つまり企業のHPから独自データベースを構築すること

でネット企業を捕捉することの最大の利点は、個別企業の情報へのアプローチが容易である

ことである。この調査方法では、インターネット自体を強大なデータベースとして考え、そ

の中から企業を検索・抽出しているため、個別企業に関する詳細かつ最新の情報を得ること

ができる。逆にいえば、同様の情報をインターネット以外の情報源から収集することは極め

て困難である。 

一方、問題点としては、情報の主観性が挙げられる。本研究では企業を各業種に分類す

ることで、ネット企業全体を把握しているため、特定の企業を特定の業種に選択するかどう

かが調査全体の正確さを左右する。しかし、業種の選定に際しては、ある程度調査者の主観

が反映されてしまう可能性がある。また、対象となる企業は圧倒的に未上場の企業が多く、

常識的に考えれば、これらの企業は都合のいい情報しか開示しない可能性がある。本研究に

おいては、このような調査の欠点を勘案して、個々の企業に関してできるだけ多くの情報を

収集することで正確な業種分類を行う等、客観性の確保を心がけた。 

 
３ データの補足 

以上に述べたようなデータベース構築により、ある程度正確に一般に認識されるネット

企業を抽出し分析することが可能だと考える。しかし一方では、企業のHPに掲載されてい

る情報のみでは、売上高や利益といった企業の経営状況を表すデータを入手するのは困難で

ある。そこで、本研究においてはネット企業に関してこうした経営状況のデータを入手する

ため、株式会社東京商工リサーチ（TSR）の約2百万社の企業情報データから先のデータベ

ースに登録されている企業情報をできる限り抽出した。情報の抽出先としてTSRを選択し

たのは、TSRの所有する企業データベースが、我が国最大級のものであったこと、及び先

行調査の利用例（榊原、古賀、本庄、近藤、2000）があったためである。 
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４ 研究の意義 

これまで述べたような調査を基に分析を行う意義として以下の3点を挙げることができ

る。第一には、官公庁による調査では補足するのが困難な、一般に認識されるネット企業を

正確かつ、ある程度詳細に把握できる点である。先に述べた特定情報サービス産業実態調査

等、官庁統計による企業や事業所の把握はいずれもネット企業の一部を包括していると考え

られるが、全体としてはネット企業以外の企業の割合が高いことが推測される。 

また、本研究で定義したようなネット企業は今後毎年公開されるであろう改訂標準産業

分類に基づく調査でも捕捉するのが困難である。図表 23は本研究で定義したインフラスト

ラクチャー、アプリケーション、インターメディアリー、ECというネット企業の４分類と

それぞれの分類における事業内容を改訂標準産業分類に基づく「インターネット付随サービ

ス業」との関係から整理したものである。 

改訂後の産業分類では、下線で示した業種のみがインターネット付随サービス業に分類

され、それ以外の業種は他の産業分類、例えば広告業、小売業、金融業や情報サービス産業

に分類されると考えられる。つまり、本研究で用いたネット企業の分類は、「インターネッ

ト付随サービス業」より広い範囲の事業内容を含んでいる。一方、「ネットワーク関連技術」

や、「インターネット用システム開発」は、改訂産業分類では「情報処理サービス業」や「ソ

フトウエア業」に分類されるが、本研究においては、先の各分類の定義に当てはまる場合に

は「インフラストラクチャー企業」や「アプリケーション企業」の一部としている。 

図表 23 インターネット付随サービス業との相違点 

 
本研究においては、ネット企業の業務内容に関してイメージを形成した上で、これらの

企業を外形的に定義して独自調査を行ったため、ネット企業を分類する上で起こるこうした

複雑な問題をある程度克服できている。 

インターメディアリー 
 
・コンテンツプロバイダー/アグリゲーター 
・仲介業（オンラインブローカー等） 
・インターネット広告/マーケティング/リサーチ  
・コミュニティサイト等運営  
・マーケットプレイス /モール 
・ネットワーク関連技術 
・ISP 
・レンタルサーバ/ホスティング/ 

レジストリ/ドメイン取得  
・インターネットデータセンター 
 
インフラストラクチャー 

・コンサルティング

      （ホームページデザイン・企画・作成）

・インターネット用システム/ソフトウエア
/データベース/コンテンツ（映像等）開発

・ASP

アプリケーション

EC

・情報財の配信/オンラインショッピング全般

インターネット付随サービス業 
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第二には、タイムリーに企業の動向を捉えることが可能な点である。一般にインターネ

ットビジネスの世界は「ドッグイヤー」とも言われ、非常に動きが速い。そのため、ネット

企業に関する分析を行うためには常に最新のデータを用いることが望ましい。しかし、例え

ば2001年11月に実施された特定サービス産業実態調査が経済産業省のウェブサイトで一般

に公開されたのは2002年12月であり、調査の実施時期と公表の時期までに毎年1年程度の期

間があり、必ずしもネット企業の分析には適さない。 

第3には、独自調査で得た企業レベルの情報を基にして、様々な観点から分析が可能な点

である。一般に既存の調査を基に分析する場合、企業ごとの個票が入手できず、企業間関係

を仔細に分析することが困難であるため、国内のネット企業を、企業ベースで把握しようと

した試みはなされていない。しかし、本研究においては独自データベースを用いるため、地

域別や従業員数別等、クロスセクションでの分析が可能であり、より精緻な分析に基づく提

言が可能となる。 
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